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［要約］介護予防は、介護度が軽度な高齢者をそれ以上重度化させないことに加え、要介護認定におけ

る非該当であり、地域に生活する将来的に生活機能の低下が予想される高齢者（特定高齢者）を含めた

取り組みという広い概念のもとに行われる。生活機能は、日常生活活動を主な要素とした総体的概念で

ある。日常生活活動のなかでも、運動機能の低下は、軽度要介護者の重度化に直結することが知られて

いる。

介護が必要になった主な原因の第３位は転倒であり、この背景には種々の運動機能を総合的に反映す

るバランス能力の低下が関連していると考えられる。また、転倒は歩行や移乗の場面で多発しているこ

とから、特に動的バランス能力が重要となる。したがって、効果的な介護予防の取り組みには、動的バ

ランス能力を主とした運動機能を把握することが重要な課題となる。

そこで、今回、兵庫県但馬地区で生活する要介護非認定の高齢者１４５名を対象に、バランス能力を主

とした運動機能（静的および動的重心動揺検査、timed up and go test、functional reach test、片足での

立位保持テスト、１０m歩行（時間・距離・歩幅・ピッチ））の横断的調査を行い、年齢階級（６５－６９歳、

７０－７４歳、７５－７９歳、８０－８４歳、８５歳以上）および性別について分析を行った。

この結果、①年齢階級の分析において、バランス能力は加齢に伴う著しい低下を示した。１０m歩行で

は、ピッチにおいて加齢に伴う低下が認められたが、時間、距離、歩幅は加齢に伴う低下は認められな

かった。これらの指標について６５－６９歳を１００とした指数で年齢階級別に比較したところ、歩行の各指

標に比べバランス能力の各指標に著しい低下が見られた。 ②性別の分析において、バランス能力は男

性と比較して女性が高い成績であった。１０m歩行では、男性は女性と比較して歩行指標の各項目におい

て高い成績であった。

これらのことから、加齢に伴う運動機能は、体格や筋力により説明される歩行よりもバランス能力に

おいて著しい低下を来すことが明らかとなった。また、性別による運動機能の相違から、転倒予防の対

策にはそれらの特性に配慮した介入が必要であることが示唆された。バランス能力を主とした運動機能

と転倒危険性を含めた日常生活活動との関係を調査し、介護予防を基軸とした、より効果的な運動介入

および介護サービスのあり方について検討することが今後の課題である。
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Ⅰ はじめに

高齢者の運動機能は、加齢とともに低下するが、

なかでも姿勢制御に関する運動機能の低下は著し

い［１］。この背景には、姿勢制御が種々の運動

機能を反映した総合的な能力であることが関連し

ている。これまで姿勢制御に関わる三大要素とし

て、視覚系・体性感覚系・前庭系があげられてい

る。それらは重要な要素であるが、その他に中枢

神経系（脊髄から皮質）、痛み（部位や程度）、身

体配列（変形や異常筋緊張など）、身体部の欠損、

筋機能など種々の要素も姿勢制御に関与する要素

として重要である［２］。高齢者は、加齢による

身体諸機能の低下に加え、構築学的な姿勢の変化

や身体各部位の痛みなどを伴い、適切な姿勢制御

を阻害する要因が多岐にわたる。これらのことは、

高齢者の外乱に対する応答性が低下する［３］こ

とに関連している。

外乱は、秩序ある動作状態や平衡状態を乱す外

的作用と定義することができる。ヒトに代表され

る二足歩行は、支持基底面が狭いため、外乱によ

って平衡状態が崩れやすい。しかし、中枢神経系

を中心として発達した身体諸機能の応答（反射・

反応）によって姿勢制御が保たれる仕組みになっ

ている。高齢者は、内外の環境からの影響を受け

やすく、適切な姿勢制御を行うためには、外乱の

応答性が重要な要因になると考えられる。姿勢制

御能力の評価は、静的重心動揺検査、TUG（timed

up and go test）、FRT（functional reach test）、片

足での立位保持などの指標が用いられているが、

外乱に対する応答性の指標は、これまでほとんど

検討されていない。

姿勢制御能力の低下は、日常生活活動（Activi-

ties of Daily living、以下ADL）を低下させる原

因になることが知られている［４］。ADLの低下

は、要介護度の重度化に直結し、要介護認定の該

当者のうち要支援が要介護１に重度化する原因は

「立ち上がり」、「起き上がり」、「片足での立位保

持」といった姿勢制御を主とした運動機能の低下

であることが報告されている［５］。また、要介

護認定における非該当の高齢者も例外でなく、姿

勢制御能力の低下は、転倒の危険性を増大させ、

高齢者の生活機能［６］の低下および介護が必要

となる危険因子になる。転倒の多くは、内外の環

境変化による外乱に対する応答性の低下が原因で

あり、転倒時の状況の分析では歩行中と移乗時が

約５０％を占めている［７］。また、転倒は、介護

が必要となった主な原因の第３位［８］であり、

転倒の予防を含めた運動機能の向上は、介護予防

事業の重要な柱となっている。

介護予防は、介護度が軽度な高齢者をそれ以上

重度化させないことに加え、要介護認定における

非該当であり、地域に生活する将来的に生活機能

の低下が予測される高齢者（特定高齢者）を含め

た取り組みという広い概念のもとに行われる。生

活機能は、ADLを主な要素とした総体的概念で

あり、さらにADLは、姿勢制御能力を主とした

運動機能と関連している。これらのことから、高

齢者の生活機能およびADLを把握するには、姿

勢制御を主とした運動機能が重要な位置づけとな

り、高齢者の姿勢制御能力を種々の側面から調査

することが課題となる。

このような背景から、本調査は、地域に生活す

る要介護認定における非該当の高齢者を対象とし

て、外乱に対する応答性の指標を含む姿勢制御を

主とした運動機能の横断的調査を行い、その現状

を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ 対象と方法

Ａ 対象

対象は、２００６年８月～９月に兵庫県但馬地区で

生活し、老人クラブに参加した要介護認定におけ

る非該当の高齢者であった。調査は、兵庫県但馬
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図１ 静的重心動揺検査の実施方法

県民局但馬長寿の郷で行った。調査実施は、但馬

県民局長より研究実施承諾を得て行った。本調査

実施にあたり、対象者には研究の内容を口頭およ

び文書で説明し、得られた情報は個人情報保護法

に基づき厳重に管理すること、個人が特定されな

い取り扱いを行うこと、目的以外の使用を行わな

いことを約束した上で、同意が得られた１５５名が

対象者であった。このうち解析可能であった１４５

名を最終的な対象とした。対象の属性は、平均年

齢は７６．０±５．０歳、男性４６名（３１．７％）、女性９９名

（６８．３％）であった。本研究の実施にあたり、対

象者への不利益が最小限になるように十分な配慮

のもとに調査を実施した。なお、本研究は２００６年

８月に開催された「神戸学院大学ヒトを対象とす

る研究等倫理委員会」において審査を受け承認さ

れている。

Ｂ 方法

姿勢制御を主とした身体機能の評価は、静的重

心動揺検査、外乱に対する応答性の指標として動

的重心動揺検査、TUG、FRT、片足での立位保検

査を採用した。また、歩行機能として１０m歩行の

計測を行った。

１ 静的重心動揺検査

静的重心動揺検査は、平衡機能計（システムグ

ラビコーダ G－５５００ アニマ社製）を用いた。

重心動揺検査は、プレート上の力の作用点である

足圧中心（COP ; center of pressure）について座

標を計測する。検査は、開眼でRomberg検査の肢

位（両足の内側を接着した立位で両上肢は体側に

軽く接している姿勢）をとらせ、眼前２m、高さ

１．４mにあるマーク（一辺５cmの正方形の印）を

注視させて行った。サンプリングレートは２０Hz

（５０msec）とし、３０秒間の計測を行った。検査は、

姿勢制御の一般的指標である総軌跡長（LNG）お

よび矩形面積（REC）の計測値を採用した。静的

重心動揺検査の実施方法を図１に示した。

２ 動的重心動揺検査

動的重心動揺検査は、スマイル・バランス（株

式会社ミクニ社製）を用いた。スマイル・バラン

スは、外乱による動的重心動揺を定量的に計測す

ることが可能であり、またバランストレーニング

として活用されている機器である。スマイル・バ

ランスは、直径６０cmの円形ボード上にバランス

がとりやすい任意の足幅で立位をとり、ボードが

制御された動作を行うときの重心動揺を検査す

る。動作は、傾斜角１０°、傾斜速度１０°／秒、傾斜

方向が後・前・右・左の順で制御した動作１と、

傾斜角１０°、傾斜速度１０°／秒、傾斜方向が左回転

３６０°で制御した動作２を設定した。各動作は、サ

ンプリングレートは２０Hz（５０msec）とし、３０秒

間の計測を行った。検査は、ボードの中心点に重

33高齢者の運動機能に関する横断的研究



心位置を維持させるように説明したときのLNG

およびRECの計測値を採用した。スマイル・バラ

ンスの仕様を図２に示した。

３ TUG

TUGは、高齢者の転倒危険性を予測するため

に開発された動的バランスの検査法である。検査

は、Mathias［９］らの方法に準じて椅子座位を

開始肢位とし、計測ははじめの合図で椅子から立

ち上がり、椅子から３mの距離に設置したコーン

まで移動してから方向転換し、椅子まで戻って座

るまでの時間を測定した。計測値は２回の施行に

おける最短時間を採用した。

４ FRT

FRTは立位姿勢からできるだけ上肢を前方に突

きだし、その距離を測定する動的バランスの検査

方法である。検査は、Duncan［１０］らの方法に

準じて、両足底を床面に接地した状態で行った。

計測値は、最大到達距離の保持時間は３秒とし、

２回の施行における最大到達距離を採用した。

５ 片足での立位保持検査

片足での立位保持検査は、バランス能力を簡便

に計測できることから種々の研究で報告がなさ

れ、姿勢変化に対応する安定化を図る調節能力の

指標として有用である［１１］。本研究の検査は、

両手を腸骨稜に置き、視線を前方にとらせ、使用

脚は任意に片足での立位保持を行いやすいことを

条件に行った。計測値は、２回の施行における片

脚立位保持時間の最大値を採用した。

６ １０m歩行

１０m歩行は、ビデオカメラによる記録を行い、

通常歩行と最大歩行について、歩行時間（sec／

１０m）、距離（m／min）、ピッチ（歩数／min）の

値を採用した。

Ｃ データ分析

データ分析は、対象者を５歳の階級とした５つ

の群（６５－６９歳、７０－７４歳、７５－７９歳、８０－８５歳、

８５歳以上）に分け、得られたデータを各群で分析

表１ 年齢階級別の人数

図２ スマイル・バランスの仕様
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した。年齢階級および性別の属性を表１に示した。

年齢階級は、各群を要因とした一元配置分散分析

を用いて比較した。また、性別による比較は、対

応のないt－検定を用いて検討した。

なお、全ての解析において統計学的に有意な確

率は、両側検定で５％未満とした。

Ⅲ 結果

姿勢制御を主とした各運動機能検査の結果は、

年齢階級および全年齢別を表２に示し、性別を表

３に示した。

表２ 年齢階級別による各運動機能検査の結果

表３ 性別による各運動機能検査の結果
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Ａ 静的重心動揺検査

静的重心動揺検査では、年齢階級を要因とした

一元配置分散分析の結果、LNG（F＝５．９７；自由

度４，１４０；p＜０．０５）およびREC（F＝２．６８；自

由度４，１４０；p＜０．０５）に有意差が認められた。

RECは、８５歳以上の群において８０－８４歳の群と比

較して高値を示したが、多重比較検定の結果から、

８５歳以上の群とその他の群との間に有意差は認め

られなかった。年齢を階級とした静的重心動揺量

の加齢変化は、６５－６９歳を１００とした指数（逆数

で表示）として図３に示した。 性別による比較

では、男性は女性と比較してLNGおよびRECが有

意に高い値を示した（p＜０．０５）。

Ｂ 動的重心動揺検査

動的重心動揺検査では、年齢階級を要因とした

一元配置分散分析の結果、動作１のLNG（F＝

６．８４；自由度４，１３９；p＜０．０５）およびREC（F

＝７．２８；自由度４，１３９；p＜０．０５）、動作２のLNG

（F＝５．５２；自由度４，１３８；p＜０．０５）およびREC

（F＝６．９９；自由度４，１３８；p＜０．０５）に有意差

が認められた。年齢を階級とした動的重心動揺量

の加齢変化は、６５－６９歳を１００とした指数（逆数

で表示）として図４に示した。

性別による比較では、男性と女性の間に有意差

は認められなかった。

図３ 静的重心動揺量の加齢変化

図４ 動的重心動揺量の加齢変化
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Ｃ TUG、FRTおよび片足での立位保持検査

年齢階級を要因とした一元配置分散分析の結

果、TUG（F＝７．３５；自由度４，１４０；p＜０．０５）、

FRT（F＝５．３８；自由度４，１４０；p＜０．０５）、片脚

立位検査（F＝６．３９；自由度４，１４０；p＜０．０５）

にそれぞれ有意差が認められた。年齢を階級とし

たTUG、FRTおよび片足での立位保持検査の加齢

変化は、６５－６９歳を１００とした指数（TUGは逆数

で表示）として図５に示した。

性別による比較では、FRTにおいて男性は女性

と比較して有意に高い値を示した（p＜０．０５）。

Ｄ １０m歩行

１０m通常歩行では、年齢階級を要因とした一元

配置分散分析の結果、通常歩行時間（F＝３．７８；

自由度４，１４０；p＜０．０５）、最大歩行時間（F＝

２．５９；自由度４，１４０；p＜０．０５）に有意差が認め

られた。年齢を階級とした１０m歩行の加齢変化は、

６５－６９歳を１００とした指数として通常歩行につい

ては図６、最大歩行については図７に示した。

性別による比較では、通常歩行において男性は

女性と比較して、ピッチが有意に少なく（p＜

０．０５）、歩幅が有意に長かった（p＜０．０５）。また、

最大歩行において男性は女性と比較して、時間が

有意に速く（p＜０．０５）、距離が有意に長く（p＜

０．０５）、ピッチが少なく（p＜０．０５）、歩幅が有意

に長かった。

Ｅ 運動機能の加齢変化

運動機能検査の結果から、１０m最大歩行時間、

TUG、静的重心動揺LNG、片足での立位保持を

指標とした加齢変化を図８に示した。

各運動機能のなかでも、姿勢制御能力の重要な

指標となる片足での立位保持検査が加齢に伴う著

明な低下を示していた。

Ⅳ 考察

姿勢制御能力は、静的姿勢制御と動的姿勢制御

から構成され、双方が協働することで姿勢保持や

動作状態の維持が可能となる。静的姿勢制御能力

は、身体運動を補償する安定性として働き、動的

姿勢制御を支える機能がある。動的姿勢制御能力

は、身体重心の移動に伴う動的安定性を得るため

の重要な機能であり、種々の運動機能の基本とな

る。特に内外の環境変化に伴う外乱に対する応答

性は、高齢者における種々の基礎的運動能力を集

約しており、転倒をはじめ介護を必要とする要因

図５ TUG、FRTおよび片足での立位保持検査の加齢変化
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図６ １０m通常歩行の加齢変化

図７ １０m最大歩行の加齢変化

図８ 各運動機能の加齢変化
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に重要な影響を及ぼす。

Ａ 年齢階級別の運動機能について

本調査における各姿勢制御を主とした年齢階級

別の高齢者の運動機能は、種々の調査による報告

［７，１２］と同様に、加齢による機能低下の傾向

を示すことが明らかとなった。これまで外乱によ

る動的姿勢制御能力は、定量的に計測が可能な機

器が開発されておらず、十分な評価がなされてい

なかった。本調査は、スマイル・バランスを使用

することによって、外乱に対する応答性の評価を

試み、高齢者の姿勢制御に重要な要因である外乱

による動的姿勢制御能力についても同様の結果が

得られた。

姿勢制御能力は加齢と共に低下を示したが、１０

m歩行では加齢による時間および距離において８５

歳以上の群で低下を示し、ピッチは加齢による低

下を示さなかった。歩行は、動的姿勢制御による

動作の維持によって安定した歩行が可能となる。

また、歩行動作における片足での立脚期は歩行の

安定性に寄与し、片足での動的姿勢制御が重要な

要因となる。しかし、高齢者の姿勢制御を主とし

た運動機能のなかでも、片足での立位保持は加齢

と共に著しい低下を来すことが示された。姿勢制

御能力の低下は認められるが、歩行ピッチは変化

していないこと、および歩行時間と歩行距離の低

下が８５歳以上でも認められないことから、歩行に

おける不安定性は増大していると考えられる。高

齢者の加齢に伴う姿勢制御の低下は、外乱に対す

る応答性の低下の起因となり、さらに転倒危険性

を高める原因になると考えられる。

Ｂ 性別の運動機能について

性別による運動機能の結果から、静的重心動揺

検査では、女性は男性と比較してより安定してい

る結果が得られた。女性は男性よりも種々の体力

指標が低いとされている［１２］が、静的重心動揺

検査は、立位保持が基本姿勢であることから種々

の体力指標が十分に反映されていないことが考え

られる。FRTでは男性が女性と比較して有意に高

い値を示した。FRTは転倒を予測するための評価

指標であるが、支持基底面の安定に関わる下肢の

筋力に依存する。特に、支持基底面の前方向に重

心を移動させるため、下腿三頭筋の働きが重要と

なる。転倒は歩行や移乗時に多く発生することか

ら、動的な場面で外乱に応答する種々の筋活動の

改善が転倒予防に効果的である。

１０m通常歩行では、男性は女性と比較して、ピ

ッチは少なく、歩幅は長かった。また、１０m最大

歩行では、男性は女性と比較して、時間は速く、

距離は長く、ピッチは少なく、歩幅は長かった。

通常歩行の結果から、時間の変化が認められなか

ったことから、女性は歩幅の短小をピッチで補っ

ていると考えられ、歩行中の不安定性の増加を来

たし、転倒の危険性が高まると考えられる。した

がって、女性に対しては歩行の効率と安定性の両

面を考慮した転倒予防などの介入が必要であろ

う。今後は、男性と女性の体格差を含めた分析が

必要となる。

本調査により、高齢者の運動機能は、外乱に対

する応答性を含めた姿勢制御能力の重要性および

性別による運動機能の諸要因の相違による転倒危

険性が示された。姿勢制御能力の低下は、転倒危

険性やADLの低下を来たし、生活機能に負の影

響を及ぼす原因となる可能性がある。したがって、

今後は転倒リスクを含めたADLと姿勢制御能力

との関係を調査し、介護予防を基軸とした、より

効果的な運動介入および介護サービスのあり方に

ついて検討することが課題である。

本稿は、平成１８年度厚生労働科学研究費補助金

（長寿科学総合研究事業）「介護予防の効果評価と

その実効性を高めるための地域包括ケアシステム

の在り方に関する実証研究（主任研究者：川越雅
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弘）」の一部として実施したものである。
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Impaired motor functions in the elderly

Taisei Yamamoto, PT, PhD Nobuhiko Bishu, PT, PhD
Kobegakuin University, Faculty of Rehabilitation
Department of Medical Rehabilitation

Masahiro Kawagoe
National Institute of Population and Social Security Research

Preventive cares for the elderly are practiced in a premise that they can prevent functional loss of eld-

erly, including those with mild disabilities. The purpose of this study was to investigate motor functions,

especially balance functions of elderly, for example responsiveness to perturbations. We tested 145 elderly

people for various motor functions. We found that : 1) both static and dynamic balances were affected

with aging and 2) functional measures, such as gait speed, a timed−up−and−go test (TUG), functional

reach test (FRT), and, in particular, time of holdingone−leg standing were progressively affected with

aging. These results demonstrate that motor functions, especially balancing functions are substantially af-

fected in elderly people. Effective approaches should be devised for elderly population to improve preven-

tive interventions that reduce risks associated with loss of balance, such as falling.

Key Words : elderly people, motor function, balance, fall
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